チャランケ通信　第79号　2014年9月15日
　「チャランケ」とは、アイヌ語で談判、論議の意、「アイヌ社会における秩序維持の方法で、集落相互間又は集落内の個人間に、古来の社会秩序に反する行為があった場合、その行為の発見者が違反者に対して行うもの、違反が確定すれば償いなどを行って失われた秩序・状態の回復を図った」(三省堂『大辞林』より)
 元内閣官房参与　峰崎直樹
　広島に続いて札幌市も、しかも住んでいる南区も集中豪雨とは
広島市の豪雨による災害の記憶がようやく忘れかけた頃、まさか、わが札幌市の、そして又、小生の住んでいる南区が豪雨のため避難するよう警報が出るなどという事が起きるとは、まったくの驚きであった。おかげで、全国の知友人が心配して、お前の住んでいる札幌市の南区は危ないとのことだが、どうなっているのか、という心のこもった問い合わせが数多く寄せられ、人々の温かさを痛感した次第である。もちろん、小生の周りでは何も問題はなかったのだが、北海道のかなりの地域で豪雨による災害が起きたことは事実であり、いつ、どこでも起きる可能性があることを証明してくれたのだ。「災害は、忘れた頃にやってくる」という事を、しっかりと心に明記しておくべきだろう。
　朝日新聞よ、一体どうなっているのか、原点に立ち返り再生を
　それにしても、朝日新聞の最近の出来事には目を覆いたくなる。福島原発の故吉田所長の調書の間違ったスクープ記事や、従軍慰安婦問題の吉田清治氏の発言を、十分な検証抜きに掲載するなど、新聞報道の在り方として致命的な大問題をしでかしている。そこへ持ってきて、池上彰氏の月一回の連載物である「新聞ななめ読み」の掲載拒否など、後に掲載に及んだとはいえ、言語道断と言わなければなるまい。
朝日新聞９月１２日付の朝刊一面に、木村社長が反省の記事を掲載すると同時に信頼回復へ検証委員会を設置する、と報じられているようだが、内外の関係者だけでなく、なによりも国民に与えたダメージは計り知れないほど大きいと言わなければなるまい。特に、朝日新聞の論調に親近感を持ってきた者（小生も含む）にとっては、裏切られる思いであり、今後の安倍政権やそれと親近感を持つ産経や読売などからの攻撃も加わり、今後のリベラル戦線の側に大きな打撃が加えられ続けるに違いない。朝日新聞としては、そのことを踏まえて起死回生の道を歩んでほしいものだ。
朝日新聞のオピニオン欄「ピケティ論争」、大竹阪大教授と稲葉明治学院教授の格差問題への処方箋は、「教育」重視で一致
　その同じ日付の朝日新聞のオピニオン欄には、「ピケティ論争　格差は宿命か」と題して稲葉振一郎明治学院大学教授と大竹文雄大阪大学教授がそれぞれのピケティが指摘した格差問題についての見解を披歴している。ご両人を登場させているのは何故なのか、今回の両者の発言を見る限りあまり違いが目立たないどころか、格差問題への対応策として、結論としては同じ教育重視になっている。もちろん、その結論自体には大賛成ではあるのだが。
稲葉教授は現実に格差が深刻になっていることは否定しにくいことは認めたものの、解決方法として提起されている資産に対する累進課税を重視することに対して、現実には賃金の格差が大きな問題であるから資産課税では解決できず、知的な能力への要求が社会全般で高まっていて、そのあるなしが格差を生み出しているのだとすれば「教育政策が重要になる。」としている。
　一方、大竹教授の方もピケティが分析した格差問題について、なるほど過去の歴史的な分析には説得力があると認めるものの、これから将来、資産収益率も成長率もどうなるかわからないし、物的資本だけに注目して人的資本を考慮していないのも問題だ、と疑問を呈している。さらに、上位1％の所得が増えていることを踏まえ、格差が拡大していると指摘している点も、米国は当てはまってもスウェーデンではこの層は増えていないことを指摘し、汎用性が無いと見ている。とはいえ、低成長が持続する中では格差感は一層強まる可能性があるわけで、格差感を小さくする施策を講ずるべき、と主張する。もっとも、格差感という言葉を使っておられるのだが、実際の格差とどう違うのか、お聞きしてみたい点ではある。
ピケティが指摘する世界的に協調した資産、所得への累進課税の導入について、大竹氏は、実現は簡単でないとして、まずやれるところから出発すべきとして、常識外に高い報酬を経営者たちに取らせないよう、株主や市場が経営監視を強めることで一時的に格差拡大を和らげることができる。加えて大竹教授も強調するのは教育支援だという。「競争の機会を等しくするような教育支援は、福祉的な観点から必要なだけではありません。技術革新を促して生産性を高め、社会の持続可能性を維持するためにも欠かせない投資なのです」と位置付けている。
日本の対GDP比公的教育支出、4年連続先進国中最下位
　奇しくも、両者が一致したのが教育に対する投資の強化だが、残念なことにOECD傘下３４か国の先進国の中で、教育に対する公的な支出の対GDP比が世界で一番低いのが日本なのだ。しかも、この最下位という順位は4年連続だという。この冷厳な事実を考えるとき、教育に対する公的な支出を拡大していくべきことが浮かび上がってくる。この点をいくら強調しても強調しすぎることはないのだが、残念ながらわが国の成長戦略の中で財源問題についてはまともに取り上げられていない。
　かつて、財務副大臣時代に文科省担当の主計官を呼んで、問題ではないかと指摘したことがある。その時の答えが振るっていて、子供の数か減少しており、子供一人当たりの公的文教予算はOECD平均に近い水準にあります、という答弁だったと記憶している。人的資本の強化がこれからの課題であるにもかかわらず、教育予算の削減が進められてきたことが、今日の日本経済の停滞の大きな要因の一つになっているのではないか、という思いが募る。なぜ、消費税の引き上げの際に、社会保障4経費と並んで公的教育費の充実という事が含まれないのか、今でも疑問に思い続けているわけで、是非ともその点の改革を進めて欲しいものだ。
　資産への累進課税強化すべきなのに、贈与税の抜け穴を大きくして相続税の骨抜きがまかり通っている日本
　それにしても、ピケティ氏が協調している資産格差の拡大について、資産税の累進度を高めるべきだ、という指摘がなされているにもかかわらず、世界的にみて累進的な資産課税の代表である相続税・贈与税の軽減や廃止が進んでおり、資産格差の拡大に拍車をかけている。そうした中、日本の相続税・贈与税については、ようやく今年から課税ベースの拡大が進められ、最高税率も50%から55%へと引き上げられることになったのだが、贈与税に対する租税特別措置を拡大し、相続税を骨抜きにする税制改悪がまかり通っている。それは、親が死去して子供に相続する時には、子供が60歳を越してしまうため、一挙に孫まで生前贈与の対象にしてきたことが挙げられる。
それだけでなく、相続税の先取りとして住宅の新設に際して、親からの贈与分1500万円までの相続時に減税措置がなされており、さらにその金額引き上げる要望が出ているという。また、教育費に関して、孫に対してこれまた生前贈与1500万円が相続税から控除され、今年の税制改正要望の中には、子供や孫に対するNISAの設定まで生前贈与による相続税減税を進めることが盛り込まれる動きすら出ているという。相続ができるほどの富裕層だけが、このような税の恩典に浴するわけで、格差の拡大が世代間をまたいで固定化する。これこそが、日本の経済・社会理発展を阻害する大きな要因の一つになっているのだ。富裕層から貧困層への、所得・資産の再分配こそ今求められている課題と言えよう。
にもかかわらず、相続税の骨抜きが次から次へと進められているのであり、格差問題の解決に相続税の強化を考えている者にとっては、安倍内閣は何を考えているのだ、と怒りたくなる。これでは、せっかく相続税・贈与税の課税ベースを拡大し、累進税率を最高税率で50%から55%へと引き上げたことの意義が全くなくなってしまうのだ。日本の税・社会保障・教育を重視していくことを考えている方たちは、怒りを持って政府与党の進めている相続税・贈与税の骨抜きを批判していくべきだと思う。ピケティ教授の『２１世紀の資本論』で資産税に対する累進性を強化していくことを重視しているだけに、この問題をしっかりと提起する必要がある。
権丈善一慶応義塾大学教授、民主党の行く末を見事に予言
さて、この間年金の問題について検討をしてきたのであるが、年金問題について小生が一番多くを学んできたのが慶応大学の権丈善一教授である。権丈先生の著作には必ず目を通してきたし、ブログである「勿凝学問」も愛読者の一人と自認している。その年金問題を検討する際、先生が書かれた「再分配政策の政治経済学」シリーズのⅠ～Ⅴの該当論文を改めて読み直してみた。そのⅤ『社会保障の政策転換』（2009年3月慶応義塾出版会刊）を読んだとき、実に今日の政治状況を見事に予想（予言）している文章に出会ったのだ。それは「第11話　首相の『三年後の消費増税』発言を野党が批判するほど、おもしろくなる－将来の負担増路線という陣地を先に取られた野党の運命」の中で指摘されている次の文章である。
　「10月30日に、首相が、『大胆な行政改革を行い、経済状況を見たうえで三年後に消費税引き上げをお願いしたい』と発言し、将来の負担増路線という陣地を与党が先に確保した。理屈でもなく、正論でもなく、相手が白と言ったら黒というしか戦略を取りえない政界（紅組・白組に分かれて運動会をやっているような世界）に生きる野党は、将来の負担増路線という与党の陣地を今後も、強く攻撃し続けていくであろう。ところが、この国には、首相が言うように『消費税を含む税制抜本改革』による負担増をいずれは国民にお願いするしか途は残されていない。したがって、野党が首相の発言を批判すればするほど、これら野党はこの国では消えゆく運命にある政党になって行くか、もしくは、党首に突然病気になってもらって交代させ、過去の負担増批判は過去の物として自ら驚くべき豹変を遂げるしか途が残されなくなっていく。」（67～68ページ）
ちなみに、ここで冒頭出てくる首相とは麻生太郎氏であり、日付は2008年である。どうであろうか、この文章は翌年8月に歴史的な政権交代を実現させた民主党政権の時代に直面するであろう事態を見事に分析し、政権を失った民主党の今の実態を予言されているように思えてならないのだ。権丈教授は、一連の著作の中でも、絶えず歴史の流れの中で問題を正しく捉えられ、それを踏み外した先に何が起きるのか、政治のダイナミズムを踏まえ、的確な見通しをわれわれに提示してこられている。是非とも、この「チャランケ通信」を読んでいただいている方々に、権丈教授の『再分配政策の政治経済学シリーズⅠ～Ⅴ』（いずれも慶応義塾大学出版会から刊行）及び
ホームページ（http://news.fbc.keio.ac.jp/~kenjoh/work/）を読んでいただければ、と思う。
ちなみに、『再分配政策の政治経済学』シリーズの正式題名と発行日は次のとおりである。
『再分配政策の政治経済学Ⅰ日本の社会保障と医療』2001年初版05,年第二版
『再分配政策の政治経済学Ⅱ 年金改革と積極的社会保障政策』2004年初版08年第2版、なおこの本は奥様の権丈英子亜細亜大学教授との共著
『医療年金問題の考え方　再分配政策の政治経済学Ⅲ』2006年
『医療政策は選挙で変える　再分配政策の政治経済学Ⅳ』2007年
『社会保障の政策転換　再分配政策の政治経済学Ⅴ』2009年
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